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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 1,484,080 1,132,770 3,018,924

経常損失（千円） 388,916 493,420 682,666

四半期（当期）純損失（千円） 394,561 497,108 699,921

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△415,228 △506,839 △556,398

純資産額（千円） 4,754,676 4,073,024 4,613,363

総資産額（千円） 6,964,415 5,867,747 6,668,375

１株当たり四半期（当期）純損失金

額（円）
94.78 119.45 168.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 68.3 69.4 69.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△249,430 △436,501 △590,314

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△35,728 △23,825 608,531

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△99,218 △92,430 △247,867

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
531,903 135,110 687,330

　

回次
第58期
第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（円） 35.99 53.73

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、依然として景気の停滞が続いております。欧州における財政危機

や信用不安の長期化、及び米国での景気回復の遅れや失業率高止まりなどさらに、中国を中心とした新興国におい

ては、先進国経済の影響による輸出減や個人消費の低迷により成長率が鈍化しており、厳しい状況が続いておりま

す。

　わが国経済におきましても、東日本大震災からの復興関連需要をはじめとする内需の下支えによって緩やかな回

復傾向にあるものの、円高、デフレの長期化により企業業績の先行きは不透明感が強くなっており、厳しい事業環境

となっております。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する業界におきましては、主力のデジタル放送関連、電波関連をは

じめ、民生家電及びＤＶＤ・ブルーレイディスク関連などの生産設備需要で全般的に設備投資が凍結、先送りされ、

売上は減少いたしました。

　　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,132百万円（前年同期比23.7％減）、経常損失493百万円

（前年同期は388百万円の経常損失）、四半期純損失497百万円（前年同期は394百万円の四半期純損失）となりま

した。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメント

であるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞　

①　ビデオ関連機器

　放送関連設備は米国においては堅調に推移したものの、国内及びアジアでは設備投資が先送りされました。

　また、民生設備関連も全般的に停滞して、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は796百万円（前年同期比16.7％減）となりました。

②　電波関連機器

　アナログ放送停波による地上デジタル放送受信工事が終了し、テレビの電界強度測定器の需要が停滞いたしま

した。デジタル放送分野の一部に新規の需要が見られましたが、生産設備関連の需要が停滞し、売上は減少いたし

ました。

　この結果、売上高は134百万円（同49.1％減）となりました。

③　汎用計測機器

  ＣＤ／ＤＶＤ及びブルーレイディスク関連はカーエレクトロニクス向けに動きが見られましたが、全般的には

景気停滞による設備投資の凍結により、需要が停滞したことから、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は81百万円（同22.1％減）となりました。

④　その他

　修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。

　この結果、売上高は120百万円（同24.3％減）となりました。
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＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、東日本大震災からの復興関連需要をはじめとする内需の下支えによって緩やかな回

復傾向にあるものの、円高、デフレの長期化により企業業績の先行きは不透明感が強くなっており、厳しい事業環

境となっております。

　このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、放送関連で設備投資が先送りされ、さらに

民生家電、ＤＶＤ・ブルーレイディスク関連及びテレビの電界強度測定器の設備需要が停滞したことにより、売

上は減少いたしました。

　この結果、売上高は649百万円（同29.6％減）となりました。

②　北米・中南米　

　主力の放送関連におきましては、米国内で動きが見られ、また、南米などその他の地域におきましても、設備投資

は堅調に推移しており、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は277百万円（同4.2％増）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、放送関連設備の需要が停滞したことにより、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は157百万円（同40.2％減）となりました。

④　その他

　欧州における財政危機や信用不安の問題は深刻化しておりますが、ロンドンオリンピックの効果もあり放送関

連設備に動きが見られ、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は48百万円（同51.1％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

552百万円減少して、135百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は436百万円（前年同期は249百万円の使用）となりました。

　これは主に税金等調整前四半期純損失493百万円による資金の減少があったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は23百万円（前年同期比33.3％減）となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出17百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は92百万円（同6.8％減）となりました。

　これは主に長期借入金の返済による支出40百万円によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、336百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

 5/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成24年11月13日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,191,801 4,191,801

大阪証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

　単元株式数

1,000株　

計 4,191,801 4,191,801 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日　
－ 4,191,801 － 1,163,233 － 1,272,297
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大松　道子 東京都世田谷区　 623 14.86

大松　正明 東京都世田谷区　 566 13.50

後藤　明子 東京都目黒区　 559 13.33

リーダー電子取引先持株会
神奈川県横浜市港北区綱島東二丁目６番33

号　
243 5.79

リーダー電子社員持株会
神奈川県横浜市港北区綱島東二丁目６番33

号　
230 5.50

竹田　和平 愛知県名古屋市天白区　 125 2.98

第一商事株式会社
神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２

番１号
90 2.15

日本電計株式会社 東京都台東区上野五丁目14番12号 84 2.00

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　 66 1.58

大谷　信任 愛知県田原市 41 0.97

計 － 2,628 62.71
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式     30,000

　
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式  4,131,000

　　
4,131 －

単元未満株式
普通株式     30,801

　
－ －

発行済株式総数 4,191,801 － －

総株主の議決権 － 4,131 －

　

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リーダー電子株式会社
横浜市港北区綱島東

二丁目６番33号
30,000 － 30,000 0.71

計 － 30,000 － 30,000 0.71

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

 9/19



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,229,230 1,674,146

受取手形及び売掛金 ※
 674,448

※
 458,843

商品及び製品 365,384 444,367

仕掛品 248,953 207,619

原材料及び貯蔵品 385,776 385,157

未収還付法人税等 728 －

その他 62,810 68,188

貸倒引当金 △565 △1,575

流動資産合計 3,966,767 3,236,746

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 990,138 968,311

土地 965,883 966,779

その他（純額） 99,926 94,215

有形固定資産合計 2,055,948 2,029,306

無形固定資産 163,628 139,839

投資その他の資産

投資有価証券 279,357 257,351

生命保険積立金 176,576 182,494

その他 27,984 23,980

貸倒引当金 △1,888 △1,973

投資その他の資産合計 482,030 461,854

固定資産合計 2,701,607 2,631,000

資産合計 6,668,375 5,867,747
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 331,947

※
 212,694

短期借入金 170,000 160,000

未払法人税等 10,425 6,946

賞与引当金 76,404 39,590

その他 166,344 143,322

流動負債合計 755,121 562,553

固定負債

長期借入金 60,000 20,000

繰延税金負債 14,910 7,008

退職給付引当金 1,132,878 1,113,936

その他 92,100 91,225

固定負債合計 1,299,889 1,232,170

負債合計 2,055,011 1,794,723

純資産の部

株主資本

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 2,435,885 1,905,479

自己株式 △32,823 △33,026

株主資本合計 4,838,591 4,307,983

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 23,528 9,163

為替換算調整勘定 △248,756 △244,122

その他の包括利益累計額合計 △225,228 △234,959

純資産合計 4,613,363 4,073,024

負債純資産合計 6,668,375 5,867,747
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 1,484,080 1,132,770

売上原価 918,855 722,504

売上総利益 565,225 410,265

販売費及び一般管理費 ※
 1,003,309

※
 934,313

営業損失（△） △438,083 △524,048

営業外収益

受取利息 2,266 816

受取配当金 2,997 3,289

受取家賃 3,867 2,508

助成金収入 44,496 28,234

貸倒引当金戻入額 991 －

その他 3,575 5,911

営業外収益合計 58,194 40,759

営業外費用

支払利息 3,127 1,909

為替差損 4,479 7,506

その他 1,419 716

営業外費用合計 9,027 10,132

経常損失（△） △388,916 △493,420

特別損失

固定資産除却損 395 175

投資有価証券売却損 1,319 －

特別損失合計 1,714 175

税金等調整前四半期純損失（△） △390,631 △493,596

法人税、住民税及び事業税 3,930 3,511

法人税等合計 3,930 3,511

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △394,561 △497,108

四半期純損失（△） △394,561 △497,108
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △394,561 △497,108

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13,530 △14,364

為替換算調整勘定 △7,137 4,633

その他の包括利益合計 △20,667 △9,730

四半期包括利益 △415,228 △506,839

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △415,228 △506,839

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △390,631 △493,596

減価償却費 102,979 79,373

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,451 △18,941

賞与引当金の増減額（△は減少） △314 △36,814

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,217 1,087

受取利息及び受取配当金 △5,264 △4,105

支払利息 3,127 1,909

為替差損益（△は益） 224 162

投資有価証券売却損益（△は益） 1,319 －

固定資産除却損 395 175

売上債権の増減額（△は増加） 133,879 228,648

たな卸資産の増減額（△は増加） △137,366 △34,864

仕入債務の増減額（△は減少） 98,258 △121,285

その他の流動負債の増減額（△は減少） △21,632 △31,203

その他 △43,743 △1,532

小計 △239,533 △430,988

利息及び配当金の受取額 5,267 4,105

利息の支払額 △3,103 △1,859

法人税等の支払額 △12,059 △7,758

営業活動によるキャッシュ・フロー △249,430 △436,501

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △15,215 －

定期預金の払戻による収入 10,000 2,702

有形固定資産の取得による支出 △25,211 △17,683

無形固定資産の取得による支出 △13,358 △4,790

投資有価証券の取得による支出 － △299

投資有価証券の売却による収入 8,830 －

貸付けによる支出 △6,317 △2,340

貸付金の回収による収入 2,409 2,641

その他 3,134 △4,056

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,728 △23,825

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △10,000

リース債務の返済による支出 △17,425 △8,930

長期借入金の返済による支出 △40,000 △40,000

自己株式の取得による支出 △162 △202

配当金の支払額 △41,630 △33,297

財務活動によるキャッシュ・フロー △99,218 △92,430

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,572 538

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △388,949 △552,219

現金及び現金同等物の期首残高 920,852 687,330

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 531,903

※
 135,110
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形 39,841千円 5,745千円

支払手形 145,194 77,489

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

給料 266,079千円 269,355千円

賞与引当金繰入額 28,540 15,126

退職給付費用 35,797 32,908

研究開発費 402,977 355,000

貸倒引当金繰入額 － 1,087

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 2,563,410千円 1,674,146千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,031,506 △1,539,035

現金及び現金同等物 531,903 135,110

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

15/19



 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 41,630 10 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 33,297 8  平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日）

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 94円78銭 119円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 394,561 497,108

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 394,561 497,108

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,162 4,161

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月13日

リーダー電子株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千頭　　力　　印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリーダー電子株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ

・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リーダー電子株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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